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表 1-1 「グロ－バル 1000」に入る企業の利益率 
三品（2004）,pp.41 を筆者修正 

図 1-1 売上高営業利益率の長期推移 
三品（2004）,pp.32 を筆者修正 
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第 1 章 問題意識 
第1節 研究の背景 

ここ数年、日本企業の収益力が低いことに関する記事や論文が多く報告されている。表

1-1 は、米国ビジネスウイ－ク誌が毎年７月に発表する「グロ－バル 1000」入りした企業

の税引き後売上高利益率（ROS）と、

税引き後総資産利益率（ROA）の 

2 種類の指標を示す。 

表から明らかな様に、収益と

言う観点から見て、米国企業

との相対的比較では、日本企

業は大きく劣後している。そ

して、1990 年、2000 年代と年代の推移に伴ってその格差が拡大する傾向にある。 

一方で、事業収益力の指標として売上高営業利益率の長期的変遷を図 1－1に示す。 日

本企業の売上高営業利益率は、製造業において長期的低落傾向が著しい。この傾向は、B to 

B を扱っている生産財企業におい

ても同様の事が言えると推測され

る。 

このような状況の中、生産財で

ある大形発電用ガスタ－ビンの市

場規模は、ここ数年来 40～50GW/

年で推移している。この市場規模

を大形発電用ガスタ－ビン換算す

ると、年間 200 台を超えると考 

えられる。 

 世界的に見れば、発電用ガスタ－ビン製造企業のシェア（出力べ－ス）は、GE 社が 50%

程度、Siemense-Westinghouse 社が 27%程度、と海外企業が市場の大半を占めている。注1 

日本の発電用ガスタ－ビン製造企業が米国との格差を縮め、売上高営業利益率を回復させ

るためには、このシェアを向上させると同時に収益性を増加させる必要がる。 

                                                  
注 1 発電用ガスタ－ビンのシェアデ－タは、Maccoi Power Report (2006;有料公開資料) による。 
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第 2 節 研究の目的 

従来から、生産財マ－ケティングにおける 2つのキ－ワ－ドとして、「拡張性」と「関係

性」の理論的視点が存在する。「拡張性」の視点においては、生産財のセグメンテ－ション

手法を援用し、生産財として妥当な拡張戦略が描かれているか、また市場の成熟度により

主力製品の利益がどのような影響を及ぼすのかを説明している。また、「関係性」の視点に

おいては、相互作用モデルとＭＯＴ製品ア－キテクチャモデルが存在し、一般的側面（自

社製品の内面）と適応的側面（顧客製品との関係性）が主力製品にどのような係りを持ち、

企業収益性にどのような影響を与えているのかを説明している。 

これらの研究をさらに発展させ、深化させるためには、個々の理論を統合した収益性概

念モデルを構築し実証を行うことが必要となる。本研究の第一のステップとして、個々の

理論から導出した仮説を基に収益性概念モデルを構築し、共分散構造解析（AMOS）注
2によ

り統計的に実証することで企業収益性の規定因を説明する。さらに、第二のステップとし

て、一般的側面軸（自社製品の内面）と適応的側面軸（顧客製品との関係性）により主力

製品を類型化し、代表象限の中でも特に収益性が高い企業を取り上げてインタビュ－を行

うことで、統計的に実証された収益性概念モデルの説明を再評価する。 

また、実務的な目的として、発電業界においては、空冷式大形発電用ガスタ－ビンの販

売実績が圧倒的多数であり、発電用ガスタ－ビン製造会社の収益性を牽引している。一方

で、さらなる高効率の蒸気冷却式大形発電用ガスタ－ビンについては、これから収益性が

期待される状況にある。この違いが何に起因し、そして企業収益性の規定因とどのような

関わり合いを持つのかを究明する。 

本研究では、機能主義的立場に立ち、生産財企業への質問調査実施と企業財務デ－タか

ら定量的に仮説を実証する。また、解釈主義的立場に立ち、製品類型の代表象限の中から

企業収益性の高い企業にインタビュ－し実証結果の再評価を組み合わせたトライアンギュ

レ－ション手法により、企業収益性の規定因に関する考察を行い、理論的、実務的インプ

リケ－ションを導出することを目的としている。 

 

 

 
                                                  
注2ＡＭＯＳはＳＰＳＳ社が開発した、共分散構造解析ソフトである。 
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第2節 論文の構成 

本研究では、日本の生産財企業に対し質問調査と財務デ－タ、インタビュ－により企業

収益性の規定因を実証研究する。第 2 章では、拡張性における先行研究、および関係性に

おける相互作用モデル、MOT 製品ア－キテクチャモデルの理論的枠組み研究を整理し、第

３章では、理論に基づいた仮説を導出する。第４章は企業収益性概念モデルの実証結果を

導く。そして第５章では、事例により企業収益性概念モデルを再評価する。第６章では、

導出した結果について理論及び実務におけるインプリケーション、および限界と今後の研

究課題を示す。 

第 2 章 既存研究レビュー 

生産財マ－ケティングの研究は、1920 年代に「Principles of Merchandising」の中で製

品類型論（Copeland, 1924）から始まった。その後、1960 年代の消費者行動論の影響を受

けて、組織購買行動論が台頭し、1980 年代には北欧のＩＭＰグル－プにより「長期的関係

のもとでの相互作用」に着目した研究がなされ（Ford, 1998）、今日迄発展してきた。しか

し、一方で余田(2000)により「これらの研究は記述的であり、製品分類と言う視点での研究

が必要であった」と言う指摘がある。 

従来から、生産財マ－ケティング理論は、「拡張性」と「関係性」の 2 つの大きな理論軸

が存在する（高嶋、南, 2006）。これらの軸は、市場セグメンテ－ション分析から始まり、

拡張性の視点と関係性の視点から詳述されている。 

最近では、「日本もの造り哲学」（藤本，2004）や「ＭＯＴ（技術経営）入門」（延岡, 2006）

の中で述べられているＭＯＴ製品ア－キテクチャモデルや「イノベ－ションのジレンマ」

（Christensen，1997）の中で製品やイノベ－ションの視点で企業収益性に影響を及ぼす枠

組み研究が注目されている。 

本章では、生産財マ－ケティング研究に軸足を置きながらも、最近の研究枠組み結果が

どのような位置付けにあり、企業収益性の規定因から考えてどのような影響があるのかを

再度吟味することを試みる。 

第１節 市場セグメンテ－ション 

 製品に対する認識や評価、その使い方、さらにその購入パタ－ンに共通点のある潜在顧

客の集団を「市場セグメント」と定義している。市場とは、顕在的な買い手、潜在的な買

い手のすべてからなる集合を指す。一方で、業界とは同じ事業内容に従事した集合体を指
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　デモグラフィック変数

運用変数

　　購買アプロ－チ

状況要因

個人特性

し、マ－ケティングで使われている市場の概念は、業界を包含するものである。 

 Porter（1985）は、競争優位を構築する為の業界セグメンテ－ション手法として横軸に

買い手を取り、縦軸に製品の種類を取って５つの競争要因を分析した。しかし、生産財マ

－ケティングでは、企業間取引であり消費財とは異なる特性を有することから、デモグラ

フィック変数と行動特性変数の 2 段階評価によるセグメンテ－ションが提唱されている

（Webster, 1991）。 

 セグメンテ－ションの考え方は消費財と生産財 

では異なり、生産財では全体から詳細へと市場枠組 

みの中において合理的に進められる必要がある。  

前述の２段階アプロ－チより詳細な手法と 

して、製品や技術をセグメンテ－ションに取り入れ 

た、ネステッドアプローチが提唱されている 

（Webster, 1991）。 

ネステッドアプローチは、図 2-1 に示す様に市場 

を５段階で評価しており、通常提唱されている２段 

階評価のものと比較して詳細である。外側から、１）デモグラフィック変数として、企業

規模（従業員数、資本金、売上高）、地域、業者により細分化する。次に２）運用変数とし

て技術、ユ-ザかノンユ-ザか、顧客の運用、財務状況により細分化する。さらに、３）購

買アプロ-チとして購買組織、購買におけるパワ－関係、企業間の関係性、購買方針、購買

基準などが挙げられている。そして、４）状況要因として、緊急性、製品を特別な状況で

適用、発注サイズで細分化される。最後に５）個人特性として購買組織の個人特性で細分

化される。 

 ここで注目したいのは、企業実務におけるセグメンテ－ションは、１）のデモグラフィ

ック変数によるセグメンテーションが主流である。しかし重要な点は、セグメンテ－ショ

ン自体が顧客視点の為、製品開発段階で２）の顧客運用面において販売すべき製品が顧客

製品にどの様に組み込まれるか、などの製品視点でさらなる詳細なセグメンテーションが

行われていない事である。３）の購買アプロ－チ面では、多数研究がなされ、実務におけ

るセグメンテーションにおいても議論されている。 

本研究では、２）の領域に焦点を絞りつつ顧客視点、製品視点の両面から考察する。 

図 2-1 ネステッドアプローチ 

    Webster(1991),pp115 
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第 2 節 情報交換と製品開発力、用途拡大への影響 

 市場情報は、新製品の市場規模、顧客のニ－ズや欲求、市場セグメントの性質、競合企

業の戦略や行動などの要素から構成される。これらの情報要素の中でも特に製品開発に関

わる情報として、マ－ケティングとＲ＆Ｄとの間で授受される情報を「部門外情報」と称

し、情報処理パラダイムの下で、部門外情報の移転により不確実性が削減され、新製品開

発の成功がもたらされていると論じている（Moenaert and Souder, 1990）。その理由は、

顧客のニ－ズに答えることで新製品が市場で受け入れられる可能性が高まり、失敗のリス

クが回避できると考えられる為である。一方で、企業は顧客の顕在ニ－ズから製品を考え

ることが多いが、顕在ニ－ズの充足は競合企業による製品模倣が容易となり、長期的な競

争優位に繋がりにくく製品のコモデティ－化や価格競争を招き易い。そのため企業は、顧

客の潜在ニ－ズにも応えうる製品を開発する必要があると指摘している（Narver, Slater 

and MacLachlan, 2004）。同様に Christensen(1997)は、ハ－ドディスク・ドライブ産業の

事例研究に基づき、顧客の顕在ニ－ズだけに対応するのは近視眼的であり、「企業の長期的

成長の為には、顧客の潜在ニ－ズに十分な資源配分を行う必要がある」と指摘している。 

 しかし、どの様な製品でも結果として成功した場合には顧客ニ－ズが存在しており、

失敗した場合には顧客ニ－ズが存在していなかった、と事後的に記述しているに過ぎない

という側面から考えて、部門間での情報交換を積極的に行うことは顧客ニ－ズを製品開発

に取り込む機会を増やすものであり、付加価値の創造にポジティブな影響を及ぼすもので

あると考えられる。 

また、用途拡大と言う視点で見ると、潜在ニ－ズを発見または創造する方法として、リ

－ドユ－ザ法（Hippel, 1986）が提唱されている。リ－ドユ－ザ とは、数ヶ月もしくは数

年後に一般的になるようなニ－ズを持ち、現在ではなく将来の存在として、ニ－ズの予測

ラボの役割を果す存在のことである。リ－ドユ－ザ法は、１）重要な市場・技術トレンド

の特定、２）そのトレンドを代表するリ－ドユ－ザの特定、３）リ－ドユ－ザのニ－ズ・

デ－タの分析、４）リ－ドユ－ザのニ－ズ・デ－タを一般の市場へ投影する、という４つ

のステップから構成されている（Hippel, 1986）。 

 生産財市場の場合、消費財市場と比較して顧客の顔が見えやすいと言う特徴から、新た

な用途や顧客を積極的に開拓すると言うよりは、顔の見えた顧客の中の様々な部署の潜在

ニ－ズを掘り起こすことが重要となる。そのため、リ－ドユ－ザの情報交換が必要となり、
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リ－ドユ－ザの情報が集約している社内情報交換を活発に行うことが用途拡大に繋がるも

のと考えられる。 

第３節 拡張戦略 

 市場定義の重要性を示した論文に、「Marketing Myopia」がある（Levitt, 1960）。こ

の論文では、鉄道会社が衰退したのは、経営者の発想が顧客中心（移動手段）でなく製品

中心（鉄道）であったからであると指摘している。 このことは、事業定義を誤るとその事

業を衰退に導くことを示唆している。従来から、細分化変数として、１）製品の品種、2）

買い手のタイプ、3）チャンネル（中間の買い手）、4）買い手の地理的立地、5）新セグメ

ントの発見、などが挙げられている（Porter, 1985）。中でもこの新セグメントの発見は、

技術や設計が他にないか、新たな機能を付加したり減じたりして価格を下げることが出来

ないか、製品とサ－ビスを一括で販売できないか、などが例示されている（Porter, 1985）。

この新セグメントの発見は、事業定義にも関連している。 

従来から、企業における拡張戦略は、海外進出やアライアンスによる技術提携などによ

り進められて来た。しかし、市場を正しく定義しセグメンテ－ションすることで新セグメ

ントを発見すると言うよりは、むしろ拡張＝海外といった単純な発想によるものであり収

益の最大化が図れていないと 

考えられる。 

事業が成長すると同時に収 

益を高めるためには、生産 

財マ－ケティングの視点か 

ら市場を正しく定義しセグ 

メンテ－ションすることが 

重要であると考える。 

拡張戦略に関連して有名な 

研究として、ＰＩＭＳ研究 

（Profit Impact of Marketing Strategy）がある（Farris, 2004）。この研究は、規模の経済

性として生産などの規模が大きくなるのに伴い、より効果的な生産設備や生産方法、ある

いは原材料の大量購入などが活用できることによってコストが節約される。また、大量生

産を行うことで学習効果や経験効果が生まれ、その結果として収益が高まることを報じた

図 2－2 標準化とカスタマイズにおける規模の経済性 
              高嶋（1998）,pp152 
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ものである。製品視点で考えた場合、標準化された製品（Ｓ：標準品）かそれともカスタ

マイズされた製品（Ｃ：特注品）かで、図 2－2 に示すように異なる費用曲線を描く（高嶋，

1998）。図から明らかなように、標準品の方がコスト低減の効果が大きい。逆にカスタマイ

ズされた特注品はコスト低減効果が小さい。一方で、市場開拓や顧客開拓という「拡張性」

の視点で考えた場合、標準品の方が特注品に較べて、顧客製品との情報交換がそれ程必要

でなく、市場開拓や顧客開拓を急速に展開することが出来る。このことは、市場成長の可

能性がある場合は、標準品で生産規模を増加させることが収益増加に繋がる。しかし、市

場成長が望めない場合、大規模な生産規模は逆に重荷になり小回りのきく規模の小さいシ

ステムが収益増加に繋がる。 

 さらに発展した議論として、 

市場が限られていてその限ら 

れた市場規模を超えて市場拡 

大を狙うと、高い品質や顧客 

適応を求められて規模の経済 

性によるコスト優位が維持で 

きなくなる。また、図 2－3 に 

示す製品ライフサイクルの後 

半になると、価格志向の市場 

層が大きくなり標準化による 

コスト優位が成立しやすいが、 

反面、市場が衰退する危険も高くなり、大規模な投資を行いにくいことが考えられる。そ

こで重要となるのが、新製品の開発と範囲の経済性に基づく事業の多角化である（Barney, 

2002）。多角化の類型として、関連多角化と非関連多角化とがあるが、多角化による市場開

拓は、資源を複数の製品事業で生産や販売などで共用できることに基づいた効率性を追求

するものである。例えば、ある製品でコスト優位を達成できたプロセス・イノベ－ション

などは、対象製品が変わったとしても適用の余地がある。 

 この拡張戦略を収益性の視点で見た場合、成熟した市場においては新規顧客の開拓より

も現有顧客の維持に注力した方が収益増加に繋がることは、サ－ビス業界における顧客離

反と収益性の関連性について焦点を当てた研究において主張されている（Reichheld and 

図 2－3  製品ライフサイクル 
         高嶋・南（2006），pp95 
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一般的側面

高

製品開発 顧客開発

低価格 顧客適応

低

低 高 適応的側面

Sasser, 1990）。顧客維持がなぜ収益性に繋がるかの論拠として、新規顧客を積極的に開拓

するよりもプロモ－ション・コストを下げる事ができ、結果として営業利益率が高くなる、

と主張している。さらに、市場開拓による新規顧客獲得と既存顧客維持にどれくらい支出

すべきか、というリソ－ス配分問題の先行研究がある（Reinartz, Thomas and Kumar, 

2005）。かかる研究では、ハイテク製造業者の B2B 企業を対象に、新規顧客獲得、既存顧

客関係の継続と、収益性とを結びつけることの実証を行っている。結果として、新規顧客

獲得への支出と既存顧客維持への支出の間にトレ－ドオフの関係が有る時、既存顧客維持

への支出という次善の配分が、新規顧客獲得への支出よりも長期の顧客収益性により大き

なインパクトを持つことを発見している。従って、用途拡大や新規顧客獲得などの拡張戦

略は必ずしも収益の拡大には繋がらないとしている。 

第４節 相互作用モデル 

 生産財における取引関係の特徴として多様な関係性が挙げられる。生産財における市場

セグメンテーションとしてネステッドアプローチを基本に考えた場合、デモグラフィック 

変数の次に重要度の高い運用変 

数である、技術や製品について 

説明する枠組みの代表格として、 

相互作用モデル（Hakansson, 1980） 

が挙げられる。 

 この相互作用モデルは、自社製 

品やサ－ビスの特徴として問題解 

決能力を取り上げ、次のような 

一般的側面と適応的側面との２つの 

指標で生産財取引関係を捉えている。 

関係性の一般的側面とは、売り手 

企業の専門的な問題解決能力に 

顧客がどの程度依存するかと言う側面である。具体的には、売り手企業における製品やサ

－ビスの技術的な水準が、他社に較べてどの程度高いか、また顧客がその技術的水準をど

の程度必要としているかで規定される。一方で、適応的側面とは、売り手企業による顧客

の個別ニ－ズに適応した製品やサ－ビスを供給する能力に対して顧客がどの程度依存する

図 2-4 相互作用モデルによる戦略類型 
      高嶋（1998）,pp9 
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のかと言う側面である。具体的には、売り手企業による顧客の個別ニ－ズに対応する特注

仕様の受注生産のような顧客適応能力が他社に較べてどの程度高いか、また顧客の間でニ

－ズの多様性が大きく、そのような個別のニ－ズに応えることがどの程度必要とされてい

るかで規定される。相互作用モデルでは、適応的側面と一般的側面との２つの問題解決能

力を抽出することによって、選択される企業のマ－ケティング戦略が図 2－4のように四つ

のタイプに分かれることを説明している。 

第一象限注
3に位置する、一般的側面、適応的側面共に高い能力を持つ生産財企業は、顧

客の個々のニ－ズに適応する能力があり、かつ競合他社よりも高い問題解決能力を備えて

いるため、顧客適応と製品開発をバランス良く推進することが必要となる。次に、第二象

限に位置する、一般的側面が高く、適応的側面が低い能力を持つ生産財企業は、顧客の製

品自体に対するニ－ズに基づいて製品開発を推進する必要がある。そして、第三象限に位

置する、一般的側面が低く、適応的側面が低い能力を持つ生産財企業は、低価格戦略を推

進する必要がある。最後に、第四象限に位置する、一般的側面が低く、適応的側面が高い

能力を持つ生産財企業は、売り手が顧客ニ－ズに柔軟に対応できる能力を備えていること

から、大きな需要を獲得出来る可能性がある。 

一般的側面から、収益性の関係を見た場合に差別化が重要な役割を担っている。製品や

サ－ビスが特異性を持てると競争相手からその製品やサ－ビスは差別化されたことになる。

買い手に対して、単に安い価格以上の価値が提供できる特異性を持つとプレミアム価格を

付けることが可能となる。差別化はその形態によって、他のものよりはっきりとコストの

大きいものがある。従って、差別化のコストは、特異性の土台になる価値活動のコスト推

進要因によって決まる。特異性とコスト推進要因の関係には次の２つの形がある。 

１）価値活動に特異性を与えるもの（特異性要因）が、コスト推進要因に影響する。２）

コスト推進要因が特異性を生むためのコストに影響する（Porter, 1985）。つまり、特異性

要因を生み出す製品開発やサ－ビスの提供は、プレミアム価格を付けることが可能となり

製品やサ－ビスの売価アップを図れる反面、コストを押し上げる要因にも繋がる。 

また逆に、コストを押し上げる要因が特異性を生み出す製品開発コストやサ－ビスの提

供に影響を与えることを意味する。 

一方で、適応的側面から、収益性との関係を見た場合、製品における適用的側面の度合

                                                  
注3 象限は、右上を第一象限として反時計回りに二、三、四象限と定義する。 
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費用
Ｃ

Ａ
Ｅ

Ｂ

標準化 顧客適応
（投機） （延期）

いと費用の関係を表すモデルとして、投機－延期モデルが提唱されている（田村、高嶋, 

1989）。 

費用曲線-Ａは、特注仕様を推進 

した場合に、設計、生産、注文処理、 

物流コストを合わせたものである。 

一方で、費用曲線-Ｂは、需要予測や 

その予測が外れた場合のコストである。 

これは、標準化を推進した場合、顧客 

から正式発注を受ける前に需要予測に 

基づき生産を実施するが、この予測が 

外れた場合のコストであり、特注仕様 

の場合は顧客から正式発注の後、生産 

を実施する為、顧客適応が大きくなる程 

費用は少なくなる。 

上述のとおり、相互作用モデルや製品差別化理論からの導出として、一般的側面におい

ては顧客に対して差別化におけるプレミアム価格を申し出することが出来るため収益増加

に繋がる反面、差別化による開発・製造コストの上昇をうまく制御しないと収益にマイナ

スの影響を与える。他方で、適応的側面において顧客製品との関係性を重視し製品カスタ

マイズを推進しすぎると製造コストが増加する。また、顧客製品との関係性が強くなりす

ぎると企業間における取引依存や情報依存がパワー関係を生じ易くし（高嶋, 1998）売価

増加を図ることが困難な状況となり、結果として収益性の低下を招く。 

第 5 節 ＭＯＴ製品ア－キテクチャモデル 

 相互作用モデルと類似して提唱されているモデルとしてＭＯＴ製品ア－キテクチャモデ

ルがある。コア概念となっているのは、ボ－ルドウイン＆キム・クラ－クがデザイン・ル

－ルの中で述べた、モジュ－ル化と言う概念である（Baldwin and Clark, 2000）。このモ

ジュ－ル化は、複雑なシステムを取り扱う多くの分野において有益と認められている概念

である。この概念に付着した 2 つの補助概念として、「モジュ－ル内では相互依存し、モジ

ュ－ル間では独立している」と言う概念と、「ある複雑なシステムは、より小さな部分に分

割しそれぞれを別々に見ることで管理できる」と言うものがある。これらの基本概念を使

図 2－5 延期－投機モデル 
 高嶋（1998）,pp39 
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中インテグラル・外インテグラル 中インテグラル・外モジュラ－
自動車部品の大部分 インテル（ＭＰＵ）
オトバイ部品の大部分 シマノ（自転車ギア）
ベアリングの大部分 村田製作所（コンデンサ－）
他 マブチ（モ－タ－）

信越化学（シリコン）
他

中モジュラ－・外インテグラル 中モジュラ－・外モジュラ－
ＧＥ（航空用ジェットエンジン） ＤＲＡＭ
デンソ－（ディ－ゼル部品） 汎用樹脂
キ－エンス（計測システム） 汎用鉄鋼製品
ロ－ム（カスタムＩＣ） 他
他

って、製品ア－キテクチャの基本タイプを自社のア－キテクチャと顧客のア－キテクチャ

で、「擦り合わせ型（インテグラル型）」、「組み合わせ型（モジュラ－型）」に分類し、2×2

のマトリックスで表現したものを図 2－6 に示す（藤本, 2004）。  

この位置取りにおいて、第二象限 

である「中インテグラル・外インテ 

グラル」、第四象限である「中モジュ 

ラ－・外モジュラ－」、が利益を出し 

にくいとされている（藤本, 2004）。 

日本の生産財企業の位置取りは、 

第二象限の「中インテグラル・外イ 

ンテグラル」の範疇に入ってしまう 

場合が多く、製品としても顧客製 

品との関係にしても擦り合わせ型 

（インテグラル型）のためコスト高に 

なり易く利益が出ない場合が多いと指 

摘する（延岡，2006）。 

前章の相互作用モデルと、ＭＯＴ製品ア-キテクチャモデルを比較した場合、前者は、顧

客視点であり、後者は製品視点である。両理論は、パ－スペクテイブが異なるものの考え

方としては、基本的に類似モデルであると評価できる。 

第 6 節 小括 

  文献レビュ－による理論的導出からの結果として、大きな投資リスクを持つ生産財の

場合は、活発な社内情報交換が製品開発投資や用途開発、新規顧客開拓に正の相関を持つ

と考えられる。また、製品開発投資を積極的に進めることで収益性は増加すると考えられ

るが、用途開発、新規顧客開拓を行うより既存顧客を維持する方が収益性は高く、用途開

発、新規顧客開拓と収益性の関係においては負の相関を持つと考えられる。 

そして、相互作用モデルとＭＯＴ製品ア－キテクチャモデルは視点（パ－スペクティブ）

が異なるだけで類似性を持っている。相互作用モデルの場合、一般的側面（自社製品の内

面）から見ると、製品差別化を行うことで顧客にプレミアム価格を申し出ることができる

反面、開発・製造コストを十分に抑制しないと収益性の増加に結び付かない。また、適応

顧客のア－キテクチャ 

自
社
の
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ

図 2－6 ア－キテクチャの位置取り戦略 

    藤本（2004）,pp270 
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的側面（顧客製品との関係性）において顧客製品との関係が密接になるにつれ、製品カス

タマイズが推進され製造コストが増加する。また、顧客製品との関係性が強くなりすぎる

と、取引依存や情報依存からパワー関係が生じ売価増加を図ることが困難な状況に陥り、

結果として収益性の減少を招く。 
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第 3 章 仮説導出 
 前章における文献レビュ－による結果から、以下に示される仮説を導出する。 
第1節 情報交換と拡張戦略からの仮説導出 

 開発リスクの大きい生産財においては、社内情報を積極的に活用することで製品開発力

を高めることができ、主要顧客の情報を活用することで、製品市場の変化の方向性を推定

することが出来るため用途拡大に繋がると考えられる。つまり、社内情報交換を活発に行

えば開発担当者を刺激し製品開発のアイデア（特許件数）が増加し、その結果として製品

開発投資が増加すると言う仮説が成り立つ。一方で、社内情報交換を活発に行えば製品市

場の方向性が明確になり用途拡大、新規顧客開拓に繋がる反面、既存顧客を維持した方が

プロモ－ション・コストが不要となり収益性が高まることから、用途拡大・新規顧客開拓

を積極的に行うことが必ずしも収益性の向上には繋がらないと言う仮説が導出される。 

 

H1：社内の情報交換を活発に行えば、用途拡大・新規顧客開拓が増加する。 

H2：用途拡大・新規顧客開拓を積極的に行っても、収益性は増加しない。 

 

第2節 一般的側面からの仮説導出 

 一般的側面から見た場合、競合他社製品と比較して特異性が付加され顧客にとって価格

以上の価値が提供できるとプレミアム価格を付けることが可能となる。つまり、製品開発

投資が増加すると特異性を持った差別化された製品が開発され、プレミアム価格が付けら

れるため収益性が増加すると言う仮説が成り立つ。 

 しかし一方で、製品開発投資が増加すれば、開発・製造に関わるコストが増加し、収益

性の減少に繋がると言う仮説も同時に成立する。 

 

H3：社内の情報交換を活発に行えば、製品開発投資が増加する。 

H4：製品開発投資が増加すれば、収益性が増加する。 

H5：製品開発投資が増加すれば、開発・製造コストが増加する。 

H6：開発・製造コストが増加すると、収益性は減少する。 

第3節 適応的側面からの仮説導出 

適応的側面から見た場合、顧客企業や顧客製品との関係性が増加すると製品開発段階か

ら顧客製品との関係性が強まる。また、顧客製品との関係においてインタ－フェイスが特
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注仕様（カスタマイズされる）となる。この顧客製品との関係性が強くなりすぎると、特

注仕様であるが故に取引依存関係や情報依存関係が生じ易く、供給企業側（サプライヤ－

側）の立場が弱くなる。その結果、さらなる顧客企業のＱＣＤ要求が増加すると言う仮説

が成立する。 

そして、顧客のＱＣＤ要求が増加し過ぎると、力関係から売価においても増加を図るこ

とが困難となり、収益性が減少すると言う仮説が導出される。 

 

H７：顧客製品との関係性が増加すれば、顧客 QCD 要求が増加する。 

H8：顧客ＱＣＤ要求が増加し過ぎると収益性が減少する。 

 
以上における仮説群を総括した収益性概念モデルの全体像を、図 3－1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 3-1 収益性概念モデル 
 
 

情報交換 

用途拡大 
新規顧客開拓 

特許取得 
製品開発投資 

   

開発・製造コスト 

収益性 

H1(+) H2（-）

H3（+） 

H4（+）

H5（+）
開発・製造 
コスト 

H6（-）

顧客製品との関係性 顧客のＱＣＤ要求 

H7（+）

H8（-） 

収益性 
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第 4 章 収益性概念モデルの実証分析 
第１節 調査対象 

 日本の生産財企業において、ある程度の規模がありかつ財務諸表が公表されている以下

の B2B 企業を調査対象企業とした。今回の質問調査は、「生産財企業の製品基本設計と 
顧客企業との関係性に関する調査研究」と言うタイトルであり、製品企画、用途開拓や新

規顧客開発などの企画色の濃い内容であったので、調査部門として社長室部門、経営企画

部門、を対象とした。さらに、企画製品を事業化できる決済権限のある部門長、部長格以

上の方に回答をお願いした。以下に調査対象の概要を列記する。 
（１）調査対象：東証一部上場企業 
（２）調査業種：鉄鋼、非鉄金属、金属製品、機械、電気機器※、輸送用機器※、 

精密機器※
注4  

（３）調査部門：社長室部門、経営企画部門 
（４）調査表回答者の役職：部門長格、部長格 
第 2 節 調査方法 

2008 年 2 月実施の調査では、上記対象企業 1003 社に対し、質問紙を郵送し有効回答数

76 票を得た。注5 
今回の調査では、東証に上場しかつある程度規模の大きい国内生産財企業の競合企業数

は絶対数が少ないため十分なサンプル数を集めることが難しいと判断したため、比較的広

範な B2B 企業についてのアンケ－ト調査となった。 
アンケートの構成を以下に列記する。 
（１）企業属性：企業名、回答者所属部門・役職、経営情報、主力製品情報等 
（２）製品基本設計の特徴：20 問 
（３）主力製品と顧客企業および顧客企業の製品との関係：17 問 
（４）主力製品の市場競争環境および顧客企業からの要求：12 問 
（５）新製品、新規顧客開拓：9 問 
（６）主力製品のコスト構造：7 問 
第 3 節 測定尺度 

 今回の調査における測定尺度は、先行研究である「流通におけるパワ－と対立」（石井, 
1983）を参考にして 5 点尺度であるリカ－ト尺度を採用した。また、売上高営業利益率は

業界平均値に対する相対評価を織り込む必要があるが、各社利益率は 0 を含むプラスとマ

イナスの数値が混在しているため定義上、比率尺度よりも間隔尺度が適していると考えた。

注6変換にあたり、5 点間隔尺度を適用し業界平均値が尺度 3 の中央に来るようにし、調査対

                                                  
注4※業種は、小分類により生産財企業を細かく指定した。 
注5 質問紙回答の中から、非生産財企業、欠損値等を除外し有効回答とした。質問調査表詳細は、本論文添付資料。 
注6 尺度水準定義は、Bruce Frey (2006) statistics hacks, O’Reilly (西沢直木（訳）『統計の基本と世界を測るテクニッ

ク』オライリー・ジャパン) pp23－26 参照。比率尺度は、温度で例えれば原点 0 を持つ絶対温度系に相当し、負の

数が存在しない。一方、間隔尺度は摂氏温度系の様に負の数が存在し、その差が等しい尺度である。 
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象企業全ての売上高営業利益率が業界平均を中心として等しい尺度距離で包含される様変

換をおこなった。 
第 4 節 仮説検証の手続 

３章で導出された仮説を検証するために、質問紙調査から操作化された変数表を、表４

‐1 に示す。 
 仮説的構成概念である、「顧客製品との関係性」は複数の質問から成る合成変数から構成

されている。「顧客からの QCD 要求」については、個々の質問に対する変数から構成され

ている。その他、構成概念中のカッコ（）は変数が１つしか存在しない為、構成概念とし

ては成立しなかったが、複数の質問が１つの因子として纏まり合成変数として成立してい

る。また、コストについては、質問自体が変数となっている。 
                        注7 

構成概念 変数名 操作的定義 質問数 α
（リスクの把握） 情報交換 製品開発における情報交換がコンカレント型である度合い 8 0.83

[SHK1] 製品開発における情報交換がシーケンシャル型である度合い
複数部門の議論内容が製品開発に反映される度合い
社内品質部門との情報交換量
社内設計部門との情報交換量
社内資材部門との情報交換量
社内営業部門との情報交換量
社内製品企画部門との情報交換量

（拡張性） 用途拡大 同業他社に比較した場合の用途拡大の取り組み度合い 4 0.86
新規顧客開拓 同業他社に比較した場合の用途拡大の実績度合い

[SSK1] 同業他社に比較した場合の新規顧客開拓の実績度合い
同業他社に比較した場合の新規顧客開拓の取り組み度合い

（製品差別化） 特許取得 同業他社に比較した場合の特許取得の実績度合い 3 0.86
製品開発投資 同業他社に比較した場合の特許取得の取り組み度合い

[SSK2] 同業他社に比較した場合の製品開発投資額の度合い
（コスト） 開発コスト 主力製品に関し同業他社に比較した場合の開発コストの割合 1 －

製造コスト 主力製品に関し同業他社に比較した場合の製造コストの割合 1 －
顧客製品との関係性 関係性 取引規模の大きい顧客企業に経営資源の優先配分される度合い 8 0.88

[KN1] 取引規模の大きい顧客企業の営業部門に有能な人材が配属される度合い
製品開発において顧客企業との相互依存度合い
顧客企業からの技術要求を製品仕様に反映させる度合い
顧客企業の開発・設計部門との会議の頻度
顧客企業との共同開発の度合い
顧客企業との定例会議頻度
主力製品と顧客企業製品との綿密なすり合わせ度合い

技術指導 顧客企業からの技術指導を受ける度合い 5 0.76
[KN2] 製造技術情報の提供度合い

顧客企業からの品質検査頻度
顧客要求に応じたカスタマイズの度合い
部品メーカー同士の共同開発の頻度

顧客からのQCD要求 納期要求 顧客企業からの納期要求度合い 3 0.8
価格要求 顧客企業からの価格要求度合い
品質要求 顧客企業からの品質要求度合い

収益性 売り上げ高営業利益率 業界平均売上高営業利益率に対する利益の度合い（５点間隔尺度） 1 －  
                                                  
注7 変数表中のαは、クロンバックαを示す。 

表４－１ 変数表 
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第 5 節 仮説検証結果 

（１）収益性概念モデルの検証 
共分散構造解析（ＡＭＯＳ）において、収益性概念モデル自体が棄却されるかどうかな

ど、GFI 等のモデル全体の適合度を示す指標によって総合的に評価される（豊田, 1992）。 
当初の収益性概念モデルに対して、情報交換から製造コストへのパスを結び、コストは

開発コストと製造コストを分離した。当該モデルを評価した結果、χ2値は 40.952 となり、

有意確率であるｐ値が 0.429 となった。ｐ値が 0.05 以上であることからこのモデルは棄却

されず、よってデ－タとモデルは適合していると判断することができる。 
さらにモデル自体の適合度を示す GFI については、0.91 と高い値を示した為、このモデ

ルは生産財の２つの理論軸である「拡張性」、「関係性」の視点から収益性の因果関係を説

明出来ていると考える (小塩, 2007)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                      注8 
 
                                                  
注8 収益性概念モデル中の H1～H8 は各々の仮説、e は誤差を示し、数値は標準化係数を表す。 

図 4-2 収益性概念モデル 
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記号 標準化係数 ｔ値 有意確率（%） 有意水準

H1 0.488 4.848 0.1＞ a
H2 -0.021 -0.184 85.4
H3 0.324 2.97 0.3 a
H3' -0.362 -3.489 0.1＞ a
H4 0.191 1.675 9.4 c
H5 0.402 3.797 0.１＞ a
H5' 0.322 3.097 0.2 a
H6 -0.083 -0.732 46.4
H7 0.453 2.151 3.1 b
H8 -0.121 -0.944 34.5

χ
２ 40.952

ｄｆ 1.024 注）有意水準： a：１％、b：５％、c：１０％

ｐ 0.429
GFI 0.91

AGFI 0.851
RMR 0.057

（２）仮説検証結果 
 仮説検証の結果は、以下のとおりとなった。 
H1：採択（有意水準１%以下で因果関係が認められる） 
H2：棄却 (但し、相関は認められる） 
H3：採択 (有意水準１%以下で因果関係が認められる） 
H3’：採択（有意水準１%以下で因果関係が認められる） 
H4：採択（有意水準 10%以下で因果関係が認められる） 
H5：採択 (有意水準１%以下で因果関係が認められる） 
H5’：採択 (有意水準１%以下で因果関係が認められる） 
H6：棄却 (但し、相関は認められる） 
H7：採択 (有意水準 5%以下で因果関係が認められる） 
H8：棄却 (但し、相関は認められる） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上の結果から、情報交換を活発に行うことで特許件数や製品開発投資が増加し、差別

化された製品が開発されプレミアム価格を顧客に求めることが可能となり、その結果とし

て収益性の向上に結びつく。この一連の関係には、因果関係が存在した。 
 その他の収益性に結びつく仮説については、因果関係の証明は出来なかったが、理論と

同等の正・負の相関関係が確認できた。 
 
 
 

表 4-3 仮説検証結果 
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第 6 節 結論 

 生産財企業において、活発な社内情報交換は、製品開発投資や用途開発、新規顧客開拓

に繋がる。また、積極的な製品開発投資や特許出願（差別化製品の創出）と収益性の間に

は因果関係が確認された。その一方で、積極的な製品開発投資や特許出願（差別化製品の

創出）は開発コストを増加させ、ひいては製造コストを増加させる。そして、これらのコ

ストが増加することで収益性にマイナスの影響を与える傾向が認められる。 

また、用途開発、新規顧客開拓を行うより既存顧客を維持する方が収益性は高く、用途

開発、新規顧客開拓を積極的に行うことが必ずしも収益性の増加には繋がらない傾向が確

認された。 

 そして、顧客製品との関係性が強くなれば、取引依存や情報依存による関係性が強く

働くことを誘引し、結果として顧客の要求 QCD が高まり収益性が減少する傾向が認めら

れた。 

 以上の実証結果から、本研究の第一のステップである企業収益性の規定因を、収益性

概念モデルで説明することが出来た。しかし、収益性に繋がる４本のパスのうち１本の

みの因果関係しか実証できなかった事から、本収益性概念モデルの説明力をさらに高め

る目的で次章において、定性的アプロ－チを試みる。 
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第 5 章 事例分析による収益性概念モデルの再評価 
第１節 方法論 

 本研究の第二のステップである一般的側面（自社製品の内面）と適応的側面（顧客製品

との関係性）により主力製品を類型化し、代表象限の中でも特に収益性が高い企業を取り

上げインタビュ－を行うことで、第４章の結論が妥当であるかを再評価することを試みる。 

 収益性が高い企業を選択する前段階のステップとして、まず主力製品類型において判別

分析により企業収益性と関係が深い因子を抽出し、一般的側面（自社製品の内面）と適応

的側面（顧客製品との関係性）の二軸で散布図を描かせる（藤本,2004）。これは、主力製

品を二軸で分類することで、収益概念モデルを構成している重要な操作的尺度の影響を受

けている企業を特定することにある（Yin,1994）。 

次に、第一象限から第四象限の中で業界平均に較べて特に収益性の高い企業を取り上げ、

インタビュ－を行う。このことにより、各象限に位置する調査対象企業において、「製品開

発」と「顧客製品との関係性」の主要操作尺度ニ軸で説明される収益に係わる予測パタ－

ンが特徴的に現れて来るものと考えられる（Yin,1994）。つまり、ある主力製品群の中でか

かる操作的尺度における強弱の影響が収益性に象徴的に現れるものと考えられるためであ

る。 

またインタビュ－を行うに当り、焦点面接法（focused interview, Merton et al, 1990）

を採用し、最初に立てた質問に対し各象限に属する企業に同じ質問を実施する。注
9また、

会社概要や営業利益などのデ－タは企業のカタログや公開財務デ－タに基づき収集を行う

ことで、各象限企業に対する質問基準を明確かつ均一化し、客観性が増すことに繋がると

考えられる。 

最後に、今回のテ－マである収益性に関わる内容の信憑性を高めるために、インタビュ

－対象者は利益責任を担った方々である各企業の役員、または事業部長の立場にある方々

を対象とした。 

第 2 節 判別分析 

 前章で検討した収益性概念モデルを構成している各々の因子について、収益性を規定

している因子を抽出するため、収益において業界平均よりも上の群を 1、下の群を 0と

分類して、判別分析を実施した (小塩, 2007)。  

                                                  
注9 インタビューシートは、本論文の巻末の添付資料参照。 
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Wilks のﾗﾑﾀﾞ

.919 6.113 3 .106
関数の検定
1

Wilks のﾗﾑﾀﾞ ｶｲ2乗 自由度 有意確率

固有値

.088a 100.0 100.0 .284
関数
1

固有値 分散の % 累積 % 正準相関

最初の 1 個の正準判別関数が分析に使用されました。a. 

標準化された正準判別関数係数

-.172

.664

.560

KN1

SHK1

SSK2

1

関数

分類結果 b,c

25 13 38

14 24 38

65.8 34.2 100.0

36.8 63.2 100.0

23 15 38

15 23 38

60.5 39.5 100.0

39.5 60.5 100.0

収益判別
0

1

0

1

0

1

0

1

度数

%

度数

%

元のﾃﾞｰﾀ

交差確認済み a

0 1

予測ｸﾞﾙｰﾌﾟ番号

合計

交差確認は分析中のｹｰｽのみに実行されます。交差確認では、各ｹｰ
ｽはそのｹｰｽ以外のすべてのｹｰｽから得られた関数により分類されま
す。

a. 

元のｸﾞﾙｰﾌﾟ化されたｹｰｽのうち 64.5% 個が正しく分類されました。b. 

交差確認済みのｸﾞﾙｰﾌﾟ化されたｹｰｽのうち 60.5% 個が正しく分類され
ました。

c. 

最終的に収益性を説明する因子として、情報交換因子（SHK1）、製品開発投資・特許取

得因子（SSK2）、関係性因子（KN1）が残った。 分析による、固有値と正準相関係数を

表５-１、正準相関の有意確率を表５-２に示す。 

   

 

以上の結果より、正準相関係数は 10%の確率水準で有意である。  

また、群分け判別に係わり標準化された正準判別関数係数を表５-３に示す。この結

果から収益性を規定する一般的側面の因子として、情報交換因子（SHK1）、製品開発投

資・特許取得因子（SSK2）の因子が抽出された。また、適応的側面の因子として関係性

因子（KN1）が抽出された。交差妥当化の結果を表５-４に示す。判別的中率は、60.5%

となった。 

 

 

 

  

 

表 5-1 固有値と正準相関係数 

表 5-2 正準相関係数の有意確率 

表 5-３ 正準判別関数係数 

表 5-４ 交差妥当化の結果 
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第 3 節 主力製品類型と収益性 

 前節の判別分析から抽出された収益性に係わる因子を基に、一般的側面を代表する因子

として製品開発投資・特許取得因子（SSK2）を選択する。情報交換因子（SHK1）の方が

収益性に対して製品開発投資・特許取得因子（SSK2）よりも 10%程度影響度が大きいこ

とが判別分析で判ったが、収益性概念モデルに示されているように情報交換因子（SHK1）

は間接的な影響であり、直接 

的な影響を与える製品開発投 

資・特許取得因子（SSK2）を 

代表因子として選択した。 

また、適応的側面を代表する 

因子として関係性因子（KN1） 

を選択した。 

 一般的側面の代表軸として 

製品差別化を表している特許 

取得・製品開発投資の因子、 

そして適応的側面の代表軸と 

して関係性の因子を基に、主力製品類型を表わす散布図を、図５－５に示す。注10 

日本の生産財の多くは第一象限、第四象限に位置した製品が多い。このことは、日本の

生産財企業が特徴のある製品を作り出す力が有ることを意味している。一方で、第二象限、

第三象限に位置する製品は、他社製品に比較して特長が薄い。 

主力製品類型と収益性の視点で見れば、日本の生産財企業の位置取りは、第一象限、第四

象限に位置取りし収益性を高める必要があると考えられる。 

 さらに詳細に分析する為に、2007 年度の売り上げ高営業利益率を業界平均値注11で除した

比率を収益性比率（1.0 が業界平均）とし、2007 年度の成長率を業界平均成長率で除した

比率を成長性比率（1.0 が業界平均）と定義する。これらの定義で各象限毎の収益性比率、

成長性比率の平均値を取ったものを表 5－6 に示す。 

 
                                                  
注10 散布図は、選択された KN1、SSK2 の因子得点を基に作成した。 
注11 業界平均値の算出に当たっては、四季報（2006 春,2007 春）デ－タをもとに算出した。 

図 5－5 主力製品類型 
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第一象限 第二象限 第三象限 第四象限
収益性比率 成長性比率 収益性比率 成長性比率 収益性比率 成長性比率 収益性比率 成長性比率

1.28 1.36 0.74 1.25 0.05 -0.45 1.39 1.15
Ｎ1=20 Ｎ1=20 Ｎ2=12 Ｎ2=1１ Ｎ3=6 Ｎ3=6 Ｎ4=14 Ｎ4=14

 

 

収益性を規定する類型を考察すると、第一象限、第四象限に位置した製品の中でも、第

四象限に位置した製品の収益性比率が 10%程度高い。一方で、成長性比率は第四象限の方

が 20%程度低い。このことから、さらに収益性を高めるために生産財企業は、製品の基本

設計として現状より標準化を推進し、第四象限の位置取りに移行する必要があると考える。

この場合、成長性を落とさない工夫が必要である。 

 第 4 節 第一象限：生産財企業 T 社の事例注
12 

 生産財企業 T社は、1963 年 11 月に創業し資本金 549 億 6119 万円（2008 年現在）、従

業員 981 名（グループトータルで約 10,000 名）の東証１部上場企業である。注
13T 社の

主力製品は、半導体デバイス製造用注
14の熱処理製膜装置、プラズマエッチング装置、

塗布・現像装置、や FPD（フラットパネルディスプレイ）製造装置を製作している生産

財企業である。T社の主力製品類型は第一象限に位置し、収益性比率、成長性比率、分

析において、収益性比率は3.31、成長性比率は4.73と第一象限の収益性比率平均1.28、

成長性比率平均 1.38 を大きく上回った。インタビュ－においても主力製品類型につい

ては、第一象限との認識であり、製品分類と実態の認識の間に齟齬はなかった。 

T 社の製品の場合、半導体デバイス製造プロセス全体設備の中の 11%程度を担ってい

る。主力製品としては、半導体デバイス製造プロセスの中でもパ－タン形成部分の製品

群である、フォトレジストを塗布する塗布・現像するコ－タデベロッパーと呼ばれる製

品（シェア 80%）、フォトレジスト上に転写された IC パタ－ンをエッチングするプラズ

マエッチング装置（シェア 50%）などがその代表例となっている。これらの製品群の鍵

技術は薄膜形成技術と微細加工技術であり、現在の 65nm～45nm 注
15レベルの薄膜形成や

微細加工を可能にしている。 

                                                  
注12 経営戦略室Ｔ常務執行役員にインタビューを実施した。 
注13 会社詳細は、http://www.tel.co.jp 参照。 
注14 半導体デバイスの製造プロセスは、上流から①酸化膜形成・窒化膜形成、②パタ－ン形成、③素子分離形成、④ゲ

－ト形成、⑤コンタクト形成、⑥多層配線形成、⑦ウエハー検査の工程から成る。 
注15 nm は、10-9meter。 

表 5－6 収益性比率・成長性比率
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また、製品歩留まりの向上などが、他社製品と比較して差別化を図れている大きな要

因となっている。ビジネス形態としても、最先端技術を必要とする顧客（世界で 10 社

程度、日本で 2社程度）に追従する形で集中特化しているが、あくまでもビジネスとし

ての一線は維持しており、顧客企業に統合されたり、系列化されたりするような質の悪

い関係性は存在しない。 

用途開発においては、新規顧客を開拓することは少なく、今後の用途開拓として130nm

レベルのロ－エンドの半導体デバイスが家電製品に現在も使用されていることから、こ

れらの製造装置をインド、中国など、既存顧客に供給することが考えられる。また、ポ

スト・セ－ルス（アフタ－・サ－ビス）はこれからニ－ズが出てくると考えられる。 

成長性が高い要因として、シリコンサイクルの影響が指摘された。これは、半導体の

在庫循環サイクルに類似しており、４年に１度くらいのサイクルで成長性の山谷が訪れ

るものである。2007 年度の T 社の財務デ－タは、成長性が高く収益性についても、あ

る程度の売り上げボリュームが確保できると、成長性と連動して高くなる結果となって

いる。このことから、本評価は単年度の財務デ－タによる短期間の結果であることを付

記しておく。 

第 5 節 第二象限：生産財企業 P 社の事例注
16 

生産財企業 P 社は、1939 年 9 月に創業し資本金 29 億 6097 万円（2008 年現在）、従業員

1563 名(連結)の東証１部上場企業である。注
17P 社の主力製品は、自動車用開閉機構部

品、自動車用ファスナ部品であり、主力製品類型は第二象限に位置する。P社の収益性

比率は 1.35、成長性比率は 0.49 と、第二象限の収益性比率平均 0.74、成長性比率平均

1.25 と、収益性に関しては象限平均値を上回った。 

 P 社の主力製品の中でも自動車用の小物入れ開閉機構部品（エアダンパ－）や自動車

用ファスナ－部品注
18は、形状の統合や構成部品の共用を行いつつ、顧客製品とのイン

タ－フェイス部分は顧客製品（自動車）にオプションとして対応出来る様に考慮されて

いる。 

 P 社の製品は、製造工程において人があまり関与していない。このため、製造設備を

                                                  
注16 Enterprise Resource Planning 推進部 Y 部長にインタビューを実施した。 
注17 会社詳細は、http://www.paiolax.co.jp 参照。 
注 18 自動車の内・外装品を車体パネルに固定する樹脂、金属のファスナ－を指す。 
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自動化し大量に生産することによって、製造原価を安くできる。従って、海外の労働集

約型の企業製品と較べても、人件費が抑制でき価格競争力が維持できている。製品の特

徴からメンテナンスによる収益は無い。 

 新製品開発と言う面で、社内情報交換は組織自体をマ－ケティング部門、開発部門、

生産技術部門を共同配置して情報交換を活発にしている。また、特許の出願なども積極

的におこなっている。さらに、主要なお客様にゲストエンジニアという形で駐在するこ

とで製品開発段階から顧客の潜在ニ－ズを取り込むことを積極的に行っている。 

 一方で、顧客製品との関係性が強くなる事への弊害としてお客様の不具合対策を背負

わされてしまうことが有る。Ｎ社向けの自動車用駆動部品での経験談であるが、P社製

品はほぼ寡占状態にあるにも関わらず、Ｎ社の要求で品質管理上の寸法公差縮小に伴う

原価アップを売価に転嫁することを購買部門に認めてもらえなかった。また、反対にお

客様の立場が判りすぎるため、原価アップに関わる売価アップの実施要求が不十分にな

る傾向がある。 

 用途開発に関しては、あまり積極的ではないが、主力製品が自動車部品であるため自

動車をティアダウン注
19することにより他社製品の用途を分析している。新規顧客開拓

については、自動車メ－カ毎の対応であり国内は一巡し、これからは、海外自動車メ－

カを目標にする予定である。  

 第 6 節 第三象限：生産財企業 O 社の事例注
20 

 生産財企業 O社は、1939 年 4 月に創業し資本金 22 億 9516 万円（2008 年現在）、従業

員 216 名の東証１部上場企業である。注
21O 社の主力製品は、電磁雑音対策事業のフィル

ムコンデンサであり、主力製品類型は第三象限に位置する。O 社の収益性比率は 2.12、

成長性比率は 2.87 と第三象限の収益性比率平均 0.05、成長性比率平均－0.45、を大き

く上回った。 

O 社の電磁雑音対策事業注
22は、用途を限定し商用電源にタ－ゲットを絞る集中戦略を

取っている。事業定義された商用電源は、安全上の法規制があり主力製品は認可を取得

している。この認可取得が困難な法規制が移動障壁を築いており、競合他社が簡単に参

                                                  
注19 原価管理を行う目的で使用される手法であるが、P 社では競合他社の製品調査に使用している。 
注20 管理本部 M 専務執行役員にインタビューを実施した。 
注21 会社詳細は、http://www.okayaelec.co.jp 参照。 
注22 電源を通して流入、流出する電磁雑音を対策し、機器を誤動作や故障から護る製品やサ－ビスを提供する事業。 
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入出来ない特殊なビジネス構造となっている。製品の適応的側面（顧客製品との関係性）

は、完全な標準設計であり、一般的側面（製品の内面）としても標準設計であるが、製

造工程にノウハウを持つ点が特徴となっている。 

製品開発に関する顧客ニ－ズは、単に同一体積で蓄電容量を大きくすると言う所に

無く、赤道直下の倉庫に保管しても動作不良を起こさないように、フィルムコンデンサ

－の耐熱温度を上げたり、蓄電した時の体積膨張を抑えたり、意外な所に顧客の潜在ニ

－ズが存在している。 

O 社は、社内情報交換を活発にして即アクションを行うことで、顧客情報からの潜在

ニ－ズを旨く掘り起こして、他社製品との差別化を図っている。また物作りの面でも、

製造工程でのノウハウを活かし、顧客潜在ニ－ズを具現化している。 

外部環境としても、省エネ目的の回転数制御用インバ－タの普及率が 20%程度なので

インバ－タを設置するに当り、高調波や電磁雑音除去のニ－ズがあり、市場は拡大局面

にある。 用途開拓・新規顧客開拓については、顧客企業が分社化し海外生産拠点を拡

大する中で、O社は、従来企業の組織改変や分社化に対応した用途開拓・新規顧客開発

を行っている。一方で、競合他社が簡単に参入できず市場が拡大局面にあるにも係わら

ず、収益性を確保するためにプレ・サ－ビス、アフタ－・サ－ビスを重要視している。 

第 7 節 第四象限：生産財企業 S 社の事例注
23 

生産財企業 S 社は、1968 年 2 月に創業し資本金 86 億 5100 万円（2008 年現在）、従業

員 1,871 名の東証１部上場企業である。注
24S 社の主力製品は、臨床検査用機器、検査用

試薬であり、主力製品類型としては第四象限に位置する。S社の収益性比率は 2.47、成

長性比率は 2.67 であり、第四象限の収益性比率平均 1.39、成長性比率平均 1.15 を収

益性、成長性共に象限平均値を上回った。 

S 社は、健康診断における２大検査である検体検査、生体検査の中でも検体検査を得

意領域にしている。製品の中でも、血球計数検査機器では世界シェア No.１となってい

る。ビジネスモデル形態として、製品と試薬の両方を手掛けており競合他社は製品のみ、

または試薬のみという形となっている。製品は、日本で製造して世界各国に輸出し、試

薬については現地での生産を行っている。売上高の 70%は海外、30%は国内、となって

                                                  
注23 経営企画本部長の N 氏にインタビューを実施した。 
注24会社詳細は、http://www.sysmex.co.jp を参照。 
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おり、売上の中でも、製品が全体の 35%、試薬が 65%の比率を占め、収益性を牽引して

いるのは、製品ではなく試薬となっている。市場としては、欧州、米州、中国、AP 注
25、

の４つのセグメントがある。 

新製品開発に関しては、国内 MR 情報を吸い上げて社内デ－タベ－スに蓄積し開発に

活かす仕組みがある。また、潜在ニ－ズを把握するために、共同研究として大学研究室、

病院に社員を派遣することも行っている。主力製品自体は、差別化されたものであり顧

客製品との関係性はそれほど強くない。従って、S 社における認識も第四象限に位置し

齟齬は無かった。但し、製品を構成しているソフト部分が顧客用にカスタマイズされて

いる。つまり、海外各国に製品を輸出しているが国によって検体検査項目が異なること

に対応するために、製品のハ－ドを修正することなくソフトの変更で対応出来る様に工

夫されている。 

 用途開発・新規顧客開拓に関しては、従来の病院や専門検査機関だけでなく、個人に

対しても生活習慣病や糖尿病などの検査機器を将来販売するために、住宅メ－カに対す

る用途開発を行っている。  

第 8 節 事例解釈によるモデルの再評価 

生産財企業に共通して言えることは、収益性を高める要因として、収益性概念モデル

を構成している製品開発投資や特許取得などの製品差別化軸の影響が強い。特徴のある

製品、他社が真似できない製品などは、収益性を牽引する大きな要因であることが分か

った。また、各象限に位置する生産財企業では、用途拡大・新規顧客開拓について消極

的であった。新規顧客を探索することよりも、既存顧客の中で潜在ニ－ズを掘り起こす

ことに注力している。 

第二象限に位置するインタビュ－企業では、主力製品に関する特許取得を積極的に行

っており、収益性概念モデルにおける開発・製造コストを製造工程の自動化により抑制

することで収益をあげている。しかし、顧客製品との関係性については第一象限と第二

象限ではその影響が異なった形で現れた。つまり、第一象限では差別化軸の影響が関係

性軸の影響を弱めている。換言すれば、代替性の無い高度な技術では顧客製品との関係

性が強くても取引依存や情報依存のような悪しき関係は見られない。一方で第二象限の

場合は、特許取得が積極的であるとは言え差別化軸がそれほど強くないため、顧客製品

                                                  
注25 AP は、Asian Pacific の略。  
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との関係性が強くなり取引依存のような悪しき関係が見られた。また、第三象限企業は、

収益性概念モデルの枠組みでは説明できない特殊な事業環境が収益性を牽引している。 

第四象限企業は、製品ではなく製品に付着した試薬部分（消耗品部分）で収益が確保出

来るビジネスモデルが有りこの点が同じ第四象限企業の中でも群を抜いて収益性が高

い要因となっている。 

 インタビュ－結果の解釈から、収益性を高める為には以下の点を考慮する必要がある。 

第一に、顧客の潜在ニ－ズを探索し差別化された製品を造ることが重要である。また、

収益性を高めるためには開発・製造コストを抑制することが必要である。 

第二に、顧客製品との関係性を抑制することが重要となる。 

これらの結論から、第 4 章で実証した収益性概念モデルによる説明は、妥当であると

評価できる。 

また、補足的ではあるが収益性には主力製品類型が影響していることも確認が出来た。

生産財の場合は、MOT製品ア－キテクチャ理論で述べられている収益性の高い第二象限、

第四象限は、第一象限、第四象限に現れた。この点は、B2C を評価母集団に含む MOT 製

品ア－キテクチャ理論と母集団が B2B のみの生産財との間で違いがあるものと推測さ

れる。 

マネジリアル・インプリケ－ションとして、生産財企業が企業収益性を向上させるた

めには、一般的側面を高め、適応的側面を抑制することが必要である。製品の差別化を

推進するため、顧客の潜在ニ－ズを把握して開発投資を積極的に行い、製品概念設計を

行う場合に、他社と比較した性能競争のみにその重点を置かず、顧客製品との関係性に

ついても極力標準化、ソリュ－ション型のオプションを提案することが収益性向上に結

びつくと考える。さらに、製品に付着した差別化されたビジネス（消耗品供給、アフタ

－サ－ビス）が企業収益性をさらに高める。 
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第 6 章 インプリケ－ション 

第 1 節 理論的インプリケ－ション 

 本研究の理論的インプリケ－ションは、大きく分けて二点あると考える。 

第一に、相互作用モデルを基本にして、情報交換理論、リ－ドユ－ザ法、製品差別化理

論、を付加した形で仮説導出を行い、生産財企業の収益性の規定因を統合的に説明する

収益性概念モデルを構築し、量的アプロ－チにより実証した点が挙げられる。 

第二に、企業インタビュ－結果から収益性概念モデルを再評価し、質的アプロ－チによ

りその説明力をさらに向上させた点が挙げられる。 

第 2 節 実務的インプリケ－ション 

 本研究の実務的インプリケ－ションは、大きく分けて二点あると考える。 

第一に、社内情報交換を積極的に行い、製品開発投資や特許取得を促進することと、企

業収益性増加の間には、因果関係が存在することを明らかにした点である。しかし、製

品開発を行うに当り開発コストや製造コストの増加が企業収益性にマイナスの影響を

与える傾向があるため、コスト増加を抑制することが重要である。 

第二に、生産財企業が企業収益性を向上させるためには、主力製品において一般的側面

を高め、適応的側面を抑制する必要がある。従って、製品概念設計を行う場合の指標と

して、製品の差別化を推進する必要がある反面、顧客製品とのインタ－フェイスについ

ても極力標準化、ソリュ－ション型のオプションを提案することで関係性を抑制するこ

とが重要である。 

 

 

 上記実務的インプリケ－ションから、本研究の契機となった当初の疑問である、「発

電業界においては、空冷式大形発電用ガスタ－ビンの販売実績が圧倒的多数であり、発電

用ガスタ－ビン製造会社の収益性を牽引している。一方で、さらなる高効率の蒸気冷却式

大形発電用ガスタ－ビンについては、これから収益性が期待される状況にある。この違い

が何に起因し、そして企業収益性の規定因とどのような関わり合いを持つのかを究明す

る。」との問いに立ち戻って考えると、蒸気冷却式大形ガスタ－ビンの製品コンセプト

として、高効率を追及するあまりに、複雑なインタ－フェイスが存在することで適応的

側面が強くなりすぎている。従って、インタ－フェイスを簡素化、標準化するなどして
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適応的側面を抑制することが重要である。さらに製品に付着した差別化されたビジネス

（消耗品供給や、アフタ－サ－ビスなど）を構築することで企業収益性をさらに向上さ

せることが出来る。 

第 3 節 限界と今後の課題 

今回、生産財企業を対象として質問調査表とインタビュ－により量的アプロ－チと質

的アプロ－チのトライアンギュレ－ションを試みた。量的アプロ－チの限界として、時

系列的にはあくまでもセクションデ－タの評価であり、財務デ－タなどは長期的に評価

していないため、ある瞬間の事象を取り上げている点が挙げられる。また、共分散構造

解析における N 値は 200 以上が必要とされ、本論文では、N 値 76 の評価を行ったが

今後さらなるデ－タ収集を工夫することで解析精度の向上が必要と考える。 

さらに、第三象限に位置した O 社の事例のように、法的規制に守られて競争環境が極

めて良く製品事業立地が良いことが収益性を高めている。このような特殊環境にある場

合は、収益性概念モデルの枠組みでは説明が困難である。 

最後に、製品に付着した差別化されたビジネス（消耗品供給、アフタ－サ－ビス）が

企業収益性を向上させているとの示唆をインタビュ－により得た。この点は、さらに詳

細に調査し今後の研究課題としたい。 
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【添付資料】 
整理 No.          

 

生産財企業の製品基本設計と顧客企業との関係性に関する調査研究 

 
貴社ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。我々は、神戸大学大学院経営学研究

科の修士課程に在籍し、南知惠子研究室で生産財マーケティングについて研究しています。

現在、下記の内容についてアンケート調査研究を行っています。ご多忙のところ誠に恐縮

ですが、ご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 
 

 
【お問い合わせ先】 
〒657-8501 神戸市灘区六甲台町 2-1 神戸大学大学院経営学研究科（専門職大学院課程） 
南知惠子研究室 生産財マーケティング研究会  
研究助成室 電話番号：078－803－6954  メールアドレス：bkenjo@kobe-u.ac.jp 

  
本調査の趣旨： 

この｢質問票調査｣は、生産財メーカーの経営企画をご担当されている方を対象

に、製品基本設計と顧客企業との関係性または顧客企業の製品との関係が収益性に

どう影響しているかを検証するために実施されるものであります。 
本調査は、学術目的で行われるものでありますので、ご回答頂いた全ての企業に

ついての情報が外部に公表されることは一切ありません。また、ご回答いただいた

調査票をもとに作成されたデータは研究目的以外で用いられることもございませ

ん。 
研究の趣旨をご理解いただいた上で、ご協力を賜りますよう、よろしくお願いい

たします。 
 
ご回答に当たっての注意事項： 

 このアンケートは、封筒のあて先部門の責任者の方がご回答ください。 
 ご回答の方法につきましては、各設問に記載の通りです。選択式の設問に関し

ては、該当するものに○印をお付けください。 
 また、記入式の設問については、（     ）にその内容をご記入ください。

 ご回答に要する時間は、おおよそ 10 分前後です。 
 ご回答いただけましたら同封の封筒にて、ご返送お願いいたします。 

 
ご回答期限 ： 2 月 12 日（火）着でご返送ご協力お願いいたします。 
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このアンケートにご回答される方についてお聞きします。 

会 社

名 
（                                               ）

所 属

部門 
（                                               ）

役職 （                                               ）

 

貴社の主力製品の現況についてお聞かせください。 

貴社の主力製品をお聞かせください。 （                        ） 

主力製品にブランド名があればお聞かせください。 （                        ） 

主力製品は消費財ですかそれとも生産財ですか。 1．生産財 2.生産財 3.どちらともいえない 

貴社の年間売上高をお聞かせください。 (         )百万円 

貴社の営業利益率をお聞かせください （       ）％ 

主力製品の年間販売額をお聞かせください。 （       ）百万円 

主力製品の営業利益率をお聞かせください。 （       ）％ 

主力製品の過去 3 年間の平均成長率をお聞かせくだ

さい。 
（       ）％ 

主力製品のライフサイクルのどの時期にあるかお聞

かせください。 

1.導入期 2．成長期 3.成熟期 4．衰退期 

主力製品の国内市場占有率をお聞かせください。 （       ）％ 

主力製品のグローバル市場占有率をお聞かせくださ

い。 
（       ）％ 

貴社の研究開発費の売上総額に対する比率をお聞か

せください。 
（       ）％ 
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Ⅰ貴社の主力製品の製品基本設計の特徴についてお聞きします。該当する回答に○をつけてく

ださい。 

 
そう 

思わない

あまり 
そう 

思わない

どちら 
とも 

言えない 

やや 
そう思う 

そう思う

①製品開発において、開発部門と営業部門

との情報交換の度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

②製品開発において、開発部門と資材・購

買部門との情報交換の度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

③製品開発において、開発部門と品質部門

との情報交換の度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

④製品開発において、開発部門と設計部門

との情報交換の度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑤製品開発において、開発部門と製品企画

部門との情報交換の度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑥製品開発において、材料や部品メーカー

との共同開発の頻度が多い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑦主要製品を構成する部品は、標準部品の

割合が高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑧主要製品を構成する部品は、特注部品の

割合が高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑨製品の開発の流れは、複数のプロセスで

独立し段階的に次のプロセスへ移行す

るシーケンシャル型である。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑩製品の開発の流れは、複数のプロセスが

同時複合的に進行するコンカレント型

である。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑪製品開発の流れにおいて、複数部門での

議論内容が製品に反映される度合いが

高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑫主力製品は少品種多量生産型である。 
1… …2… …3… …4… …5 

⑬主力製品は多品種少量生産型である。 
1… …2… …3… …4… …5 

⑭製造工程において、機械による自動化の

割合が高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑮製造工程において、段取り替えの発生頻

度が多い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑯製造工程において、技術、スキル、ノウ

ハウがマニュアル化されにくい。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑰製造工程において、職人技のようなマニ

ュアル化が難しい技術、スキル、ノウハ

ウが必要とされる。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑱主力製品は内製率が高い。 
1… …2… …3… …4… …5 
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⑲主力製品は買い入れ部品の使用割合が

高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑳主力製品は下請外注先での加工率が高

い。 

1… …2… …3… …4… …5 

 

Ⅱ貴社および貴社の主力製品と顧客企業および顧客企業の製品との関係についてお聞

きします。該当する回答に○をつけてください。 

 
そう 

思わない

あまり 
そう 

思わない

どちら 
とも 

言えない 

やや 
そう思う 

そう思う

①開発段階において、顧客企業との共同開

発の度合いは高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

②開発において、部品メーカー（サプライ

ヤ）同士で共同開発を行う頻度が多い。

1… …2… …3… …4… …5 

③開発段階において、顧客企業と定例会議

の頻度が多い。 

1… …2… …3… …4… …5 

④開発段階において、技術者を顧客企業に

出向させることが多い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑤開発段階において、技術者を顧客企業に

駐在させることが多い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑥顧客企業からの技術要求を製品に反映

する度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑦開発プロセスにおいて、取引規模の大き

い顧客企業に経営資源が優先的に配分

されている。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑧開発プロセスにおいて、顧客企業との相

互依存の度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑨製造プロセスについて、顧客企業の要求

に応じたカスタマイズの度合いが高い。

1… …2… …3… …4… …5 

⑩製造プロセスにおいて、顧客企業から技

術指導を受ける度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑪製造プロセスにおいて、顧客企業から品

質検査を受ける頻度が多い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑫主力製品の製造技術情報を顧客に提供

している度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑬顧客企業が貴社の主力製品を使ってつ

くる製品やシステムは、貴社との綿密な

すり合わせが必要である。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑭取引規模の大きい顧客を担当する営業

部門には、有能な人材が集められてい

る。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑮貴社の技術営業担当は、顧客企業の開発 1… …2… …3… …4… …5 
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や設計部門との会議の頻度が多い。 

⑯顧客企業に対しアフターサービスや補

修メンテを行う度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑰自社と同業他社（サプライヤ）との組織

化が進んでいる。 

1… …2… …3… …4… …5 

 

Ⅲ貴社の主力製品の市場競争環境についてお聞きします。該当する回答に○をつけてくだ

さい。 

 
そう 

思わない

あまり 
そう 

思わない

どちら 
とも 

言えない 

やや 
そう思う 

そう思う

①主力製品の市場には競合企業数が多い。 1… …2… …3… …4… …5 

②主力製品の市場には新規参入企業が多

い。 
1… …2… …3… …4… …5 

③顧客企業からの価格面の要求が厳しい。 1… …2… …3… …4… …5 

④顧客企業からの品質面の要求が厳しい。
1… …2… …3… …4… …5 

⑤顧客企業からの納期面の要求が厳しい。
1… …2… …3… …4… …5 

⑥顧客企業からの数量面の要求が厳しい。
1… …2… …3… …4… …5 

⑦価格面での他社との競争が激しい。 
1… …2… …3… …4… …5 

⑧品質面での他社との競争が激しい。 
1… …2… …3… …4… …5 

⑨納期面での他社との競争が激しい。 
1… …2… …3… …4… …5 

⑩数量面での他社との競争が激しい。 
1… …2… …3… …4… …5 

⑪他社との差別化の競争が激しい。 1… …2… …3… …4… …5 

⑫顧客企業は、貴社の主力製品を貴社以外

から供給を受けている度合いが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

 

Ⅳ貴社の新製品開発、新顧客開拓についてお聞きします。該当する回答に○をつけてください。 

 
そう 

思わない

あまり 
そう 

思わない

どちら 
とも 

言えない 

やや 
そう思う 

そう思う

①同業他社に比べて、新製品開発を開発し

ている。 

1… …2… …3… …4… …5 

②同業他社に比べて、製品開発に積極的に

取り組んでいる。 

1… …2… …3… …4… …5 



 39

③同業他社に比べて、主力製品の用途が拡

大している。 

1… …2… …3… …4… …5 

④同業他社に比べて、主力製品の用途拡大

に積極的に取り組んでいる。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑤同業他社に比べて、新規顧客が増えてい

る。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑥同業他社に比べて、新規顧客開拓に積極

的に取り組んでいる。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑦同業他社に比べて、より多く特許を取得

している。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑧同業他社に比べて、特許取得に積極的に

取り組んでいる。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑨同業他社に比べて、製品開発投資額は大

きい。 

1… …2… …3… …4… …5 

 

Ⅴ貴社の主力製品のコスト構造ついてお聞きします。該当する回答に○をつけてください。 

 
そう 

思わない

あまり 
そう 

思わない

どちら 
とも 

言えない 

やや 
そう思う 

そう思う

①主力製品のコストについて、同業他社に

比べて、製品原価が高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

②主力製品のコストについて、同業他社に

比べて、開発コストが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

③主力製品のコストについて、同業他社に

比べて、材料コストが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

④主力製品のコストについて、同業他社に

比べて、製造コストが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑤主力製品のコストについて、同業他社に

比べて、営業コストが高い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑥主力製品のコストについて、同業他社に

比べて、アフターサービスのコストが高

い。 

1… …2… …3… …4… …5 

⑦主力製品の販売価格は競合他社よりも

高い。 

1… …2… …3… …4… …5 
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自由回答欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートの質問は以上です。お忙しい中ご協力いただきありがとうございました。 
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インタビュ－シ－ト 
 
１．会社概要、主力製品の特徴などをご説明願います。 
 
２．当方から、お答え頂きましたアンケ－トに基づき分析結果の概略をご報告させていた

だきます。 
 
３．新製品計画するに当たり、製品ア－キテクチャが話題になっています。この製品ア－

キテクチャでは、自社製品（製品の内面）を差別化し、顧客製品との関係性（製品の

外面）を標準的なものにすることで、収益性を高めることが出来ると言われています。

貴社の主力製品において、この製品ア－キテクチャを意識された製品計画や概念設計

を行っておられるでしょうか。もしも、行っておられるようでしたら、概要をお聞か

せ下さい。 
 
４．顧客製品との関係性が強くなりすぎると、収益性にマイナスの影響が現れると言われ

ています。何故そのような現象が起こるのか、ご意見が有ればお聞かせ下さい。 
 
５．新製品開発に関連して、社内での情報交換を活発にする事や社外情報の入手、特許取

得奨励など創造的製品が創出されるような環境の提供や施策の実施などをされておら

れれば概要をお聞かせ下さい。 
 
６．一般的に生産財企業では、顧客の顔が見えているため新市場開拓や新規顧客の開拓に

積極的ではない、と言われています。貴社におかれましてはこの点、どのように対応

されていますでしょうか、差し障りの無い範囲でお聞かせ下さい。 
 
 
                                     以上 
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